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東讃保健福祉事務所の沿革 

 

年 月 日 内                     容 

S18年  5月  1日 丹生保健所開設 

S19年10月  1日 長尾保健所開設 

S19年10月  1日 高松保健所開設 

S23年  8月16日 長尾保健所が平井保健所に改称 

S32年12月  1日 平井保健所が三木保健所に改称 

S39年  4月  1日 丹生保健所が大内保健所に改称 

S45年  4月  1日 三木保健所を廃止し、高松保健所三木支所開設 

H11年 4月  1日 

高松保健所は高松市が中核市に移行後、中部保健所に改称 

総務課・衛生課・保健予防課・保健指導課の４課体制 

高松保健所三木支所廃止 

H14年 4月  1日 

中部保健所を廃止し、東讃保健福祉事務所を高松市番町に開設 

(中部保健所・大内保健所・中部福祉事務所・大川事務所福祉課統合) 

生活福祉総務課・健康福祉課・保健対策課・衛生課・試験検査室・環境管理室の 4課2室体制 

(H14年 4月  1日) (津田町・大川町・志度町・寒川町・長尾町が合併及び市制施行「さぬき市」に) 

(H15年 4月  1日) (引田町・白鳥町・大内町が合併及び市制施行「東かがわ市」に) 

(H17年 9月26日) (塩江町が高松市と合併) 

(H18年 1月10日) (牟礼町・庵治町・香川町・香南町・国分寺町が高松市と合併) 

H21年 4月  1日 
さぬき市津田町に事務所移転 

健康福祉総務課・保健対策課・衛生課・環境管理室の 3課1室体制 

H22年 4月  1日 安全・安心対策班・健康福祉総務課・保健対策課・衛生課・環境管理室の 1班3課１室体制 
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第１章 管内及び東讃保健福祉事務所の概要 

第１節 管内の概要 

１ 東讃保健福祉事務所所管区域 
 

 
           県内全図 

  

 

 

 

 

 

 
 

（事務所）さぬき市津田町津田 930番地２（香川県大川合同庁舎３階） 

東讃保健福祉事務所管内は、高松市を含む 3市 2町である。 

東讃保健所管内は、高松市（中核市により、高松市保健所を設置）を除く 2市 2町である。 
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東讃保健福祉事務所 
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２ 管内人口等 

(1)市町別面積・人口・世帯数                             (令和６年 10月1日現在) 

市町 面積（km2） (一般)世帯数 
人 口 

総数 男 女 

さぬき市 158.62  19,604 44,075 21,200 22,875 

東かがわ市 152.86  11,658 25,997 12,295 13,702 

三木町 75.78 11,137 26,042 12,530 13,512 

直島町 14.21 1,582 2,965 1,583 1,382 

管内計 401.47 43,981 99,079 47,608 51,471 

香川県 1,876.86 414,081 917,058 444,142 472,916 

（資料：全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院）、香川県人口移動調査報告（県統計調査課）） 

 

(2)人口動態                                  （令和７年１月１日～令和７年12月31日） 

市町＼区分 出生 婚姻 離婚 死亡 死産 

さぬき市 1４2 ８２ ４６ 7７９ ４ 

東かがわ市 ７１ 5４ ２２ ６０５ - 

三木町 13８ ５５ 3５ 37２ 6 

直島町 1３ ５ ４ ３７ １ 

管内計 3６4 １９６ １０７ 1,７９３ １１ 

香川県 5,3２２ 3,2６6 1,３３６ 13,6０3 10７ 

（資料：県保健福祉総務課） 

 

➀管内年齢区分別人口割合の推移  

 
                                                                                    （資料：県統計調査課） 
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②管内市町別年齢別人口割合(令和６年)  

 
                                           （資料：県統計調査課）   

 

③管内市町別１世帯あたり人員の推移 

 
                                         （資料：県統計調査課）  
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④管内市町別出生率(人口千人あたり)の推移  

 
                                                           （資料：県保健福祉総務課） 

      

 

⑤管内主要死因別死亡率推移 

 
（資料：県保健福祉総務課） 
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⑥管内市町別死因別割合（令和５年） 

市町＼区分 
悪性 

新生物 
心疾患 

脳血管 

疾患 
肺炎 老衰 

不慮の 

事故 
自殺 肝疾患 腎不全 糖尿病 

直島町 23.3 20.0 10.0 13.3 20.0 3.3 3.3 3.3 6.7 0.0 

さぬき市 33.5 30.6 10.7 2.9 21.7 4.0 0.4 1.1 2.7 1.6 

東かがわ市 41.4 30.5 12.8 6.4 31.2 8.7 0.8 0.8 3.8 1.9 

三木町 32.3 28.9 9.9 1.5 11.0 1.9 1.9 1.5 1.9 1.9 

直島町 23.3 20.0 10.0 13.3 20.0 3.3 3.3 3.3 6.7 0.0 

管内 35.0 29.8 11.0 3.8 21.4 4.7 1.0 1.2 2.9 1.7 

                                                        （資料：県保健福祉総務課） 
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第２節 東讃保健福祉事務所の概要 

１ 保健福祉事務所の役割 

東讃保健福祉事務所は、「保健所機能」と「福祉事務所機能」を一体的に推進するため、

保健・医療・福祉の連携を強化したサービスの提供に努めている。 

これらの機能が、充分発揮できるよう管内市町との有機的な連携を図り、機能分担や健

康危機管理体制の整備に努めている。 
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２ 東讃保健福祉事務所機構図 
 

 

 

 

             

 

 

       

 

                                                               

 

 

 

 

                     

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

         

 

 

 

 

 

        

              

            

 

 

 

 
 

 健康福祉総務課 

所長  次長   次長   

（保健所長） 

安全・安心対策班 

保健所次長 

安全・安心対策班長 

総務・福祉担当 

健康づくり担当 

保健対策課 

課長   医事・感染症・難病担当 

精神保健・母子保健担当 

衛生課 

課長   薬事・環境衛生担当 

食品衛生担当 

動物愛護・乳肉衛生担当 

環境管理室 

室長   環境保全・産業廃棄物・浄化槽担当 

生活保護担当 
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３ 各課(室)の分掌事項 

課(室)名 分 掌 事 項 

安全・安心対策班 ・保健、医療及び福祉に係る施策の総合調整に関すること 

・保健、医療及び福祉に係る市町支援の調整に関すること 

・保健、医療及び福祉に係る情報提供に関すること 

・地域保健医療計画の推進に関すること 

・健康危機管理に関すること 

・保健、医療及び福祉に従事する人材の育成に関すること 

健康福祉総務課 ・予算及び決算に関すること 

・会計に関すること 

・職員の身分、服務及び給与に関すること 

・公印の保管に関すること 

・文書の収受、発送、編集及び保存に関すること 

・庁舎その他の財産の管理に関すること 

・保健、医療及び福祉に係る統計に関すること 

・保健、医療及び福祉に従事する人材の養成確保に関すること 

・健康づくりに関すること 

・生活習慣病の予防に関すること 

・栄養改善、歯科保健に関すること 

・母子家庭及び寡婦の福祉に関すること 

・高齢者の福祉に関すること 

・障害者及び障害児の保健及び福祉に関すること（保健対策課の所掌に属す

るものを除く） 

・児童福祉に関すること 

・民生委員及び児童委員に関すること 

・生活保護に関すること 

・その他、他の課及び室の所掌に属さない事項に関すること 

保健対策課 ・結核、エイズその他感染症対策に関すること 

・精神保健及び精神障害者の福祉に関すること 

・難病対策に関すること 

・予防接種に関すること 

・臓器、骨髄の移植の推進に関すること 

・死体の解剖及び保存に関すること 

・検疫に関すること 

・病院、診療所その他の医療施設に関すること 

・保健医療関係者等の免許に関すること 

・母子保健に関すること 

・原子爆弾被爆者の健康管理に関すること 

・その他保健対策に関すること 

衛生課 ・旅館業、公衆浴場業及び興行場に関すること 

・理容業、美容業及びクリーニング業に関すること 

・薬事に関すること 

・毒物及び劇物に関すること 

・薬物乱用の防止に関すること 

・血液対策に関すること 

・温泉に関すること 

・食品衛生に関すること（食肉衛生検査所の所掌に属するものを除く） 

・家庭用品に関すること 

・狂犬病予防に関すること 

・動物の愛護及び管理に関すること 

・乳肉衛生（ふぐ処理業、魚介類行商等）に関すること 
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課(室)名 分 掌 事 項 

・化製場等に関すること 

・その他衛生に関すること 

環境管理室 ・公害の防止に関すること 

・廃棄物の適正処理に関すること 

・浄化槽に関すること 

・水道及び飲料水に関すること 

・公害苦情の処理に関すること 

・その他環境の保全に関すること 

 

４ 職員配置状況                                               
(令和８年1月1日現在) 
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福 

祉 
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員 

 

農 
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化 

学 

・ 

化 

学 

 

 

計 

所長 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

次長（保健所長） 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

次長 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

安全・安心対策班 0.5 0 1 0 0 0 0 0 0 1.5 

健康福祉総務課 7 0 0.5 0 0 3 0 0 0 10.5 

保健対策課 2.5 1 12.5 0 0 0 1 2 0 19 

衛生課 0 0 0 5 3 0 0 0 0 8 

環境管理室 3 0 0 0 0 0 0 0 2 5 

合    計 15 2 14 5 3 3 1 2 2 47 
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第２章 安全・安心対策班の業務 

第１節 総合的な企画調整 

１ 管内市町地域保健関係者連絡会 

住民が安心して地域で生活できる健康なまちづくりを推進するためには、保健医療を取

り巻く環境の変化や安全な食品の確保等の課題を踏まえ、まちの健康課題等を明確にし、

地域の特性に合わせた課題解決に向け市町と有機的な連携を図る必要があり、各市町にお

いて、災害、保健、福祉等を含めた情報交換会を開催している。 

開催日 対  象 出席者 内 容 

R７.５.１４（水） 東かがわ市 東かがわ市６名、保健所８名 
1.事務所及び市町の新年度計画の概要説

明及び関連事業の情報提供について 

2.市町の健康課題、災害対策関係につい

て情報交換 

R７.５.１５（木） さぬき市 さぬき市11名、保健所８名 

R７.５.２０（火） 三木町 三木町７名、保健所６名 

R７.６.１６（月） 直島町 直島町３名、保健所５名 

 

２ 学校保健に関連した事業の情報提供 

所内における学校保健に関連した事業情報(年間計画)を所内各担当者が共有するとと

もに、学校に対して効率的に情報提供や連絡を図るため、管内の小中学校、高等学校、教

育委員会に年間計画等の情報を提供している。 
 

第２節 情報の収集・分析及び情報提供 

市町等の事業計画の検討に活用できるよう、保健医療福祉に関する統計、情報の収集、

分析を行い、「人口動態等保健統計関係資料」を作成し、各市町等に情報提供した。 

ホームページを活用して、広く住民に保健・福祉・環境等に関する情報提供を行った。 
 

第３節 健康危機管理対応 

１ 東讃地区健康危機管理連絡協議会・ワーキング 

(1)東讃地区健康危機管理連絡協議会 

  市町の防災及び保健担当者、医師会、歯科医師会、薬剤師会、警察、消防、病院関係者

と情報交換を行い、更なる連携を図った。 
開催日 場  所 内  容 参加者 

R7. 10.22(木) 
さぬき市（津

田）公民館 

・香川県新型インフルエンザ等対策行動計画 

・管内各市町新型インフルエンザ等対策行動計画 

・新EMISの運用開始 

・東讃地域災害医療対策会議活動マニュアルの改正 

・健康危機管理に関する令和７年度事業計画 

市町・医師会・歯科

医師会・薬剤師会・

警察・消防・病院関

係者・災害医療コ

ーディネーター、

保健所等 ３９名 

 

(2)ワーキング 
開催日 場  所 内  容 参加者 

R7.11.28(金) 
さぬき市津田

保健センター 

・講演(富山県氷見市職員) 

・座談会 

市町・医師会・歯科医

師会・薬剤師会・消防・

病院関係者・災害医療

コーディネーター、保

健所等  22名 
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２ 発災時業務リストに基づく所内訓練 

発災時業務リストに基づき、初動時に必要なスキルを定着を目指してシステム操作訓練

や情報伝達訓練を行った。 

 

 

 

 

 

 

３ その他訓練・研修等 

(1)訓練 

市町及び広域職員、事務所内職員を対象に、防護服着脱訓練を実施しており、今年度は

管内の感染管理認定看護師を講師に招き、2種類の防護服の着脱訓練を実施。(R7.6.2) 

  

 (2)研修 

職員の健康を守り、業務を円滑に遂行するため、カスタマーハラスメント対応力向上研

修を２回実施し、延 12 名が参加した。保健所業務に必要な基本的な対人スキルやストレ

スケア方法の習得を図った。 

 

 

 

 

 

４ 高病原性鳥インフルエンザ対応 

（1）発生対応 

令和８年 1月９日東かがわ市において発生した疑似患畜例への防疫対応として、1月９

日から１月 12日の間、発生時対応に従事した。 

 

（2）体制整備 

高病原性鳥インフルエンザが管内で発生した場合に備えて、東部家畜保健衛生所と合同

で健康調査会場等設営と疫学調査の訓練を実施した。(R7.10.2) 

また、高病原性鳥インフルエンザ感染疑い患者が管内で発生した場合に備えて、大川地

区医師会及び大川広域消防、さぬき市民病院と合同訓練を実施した。(R7.12.11) 

 

 第４節 人材育成 

１ 地域保健関係職員等研修会 

社会や地域の保健福祉のニーズの変化、地域の特性に応じた健康づくり施策の円滑な推

進を図るため、地域保健に従事する保健師、事業所保健師など地域保健福祉関係職員の専

門的、実践的な技術の向上に必要な研修会を実施している。 

開催日 内  容 参加者 

R７.５.28(水) 安否確認システム操作訓練 ３１名 

R８.1.13（水） 安否確認システム操作訓練 ２２名 

R８.２.４(水) 

R８.３.４(水) 
情報伝達訓練 ８名 

開催日 内  容 参加者数 

R７.５.１６（金） カスタマーハラスメント対応力向上研修（プログラムⅠ） ６名 

R７.１１.１１(火) カスタマーハラスメント対応力向上研修（プログラムⅡ・Ⅲ） ６名 

開催日 内  容 参加者 

R７.５.22(木) 保健所業務に関するオリエンテーション 
市町･事務所職員 

       ５名 
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２ 保健師現任教育 

新任保健師等が、地域保健活動の担い手であるという自覚と役割を認識し、地域保健活

動の展開方法など、必要な専門能力を習得できるよう研修を行った。 

(1)新任保健師課題別研修 

２年目の保健師（受講者１名：東讃保健福祉事務所１名）を対象に、１年間の個別支援

及び担当業務等を通じて、気づいた地域の健康課題を整理し、保健活動を展開できるよう、

新任期保健師の研修等を企画実施した。（一部他保健福祉事務所と合同開催） 

実施日 内  容 目  的 

R7.5.8(月) 

〇新任期課題別研修オリエンテーション 

開催場所：東讃保健福祉事務所 

参 加 者：新任期保健師 １名 

プリセプター １名 

統括保健師  １名 

① 研修全体のスケジュール、内容に

ついてイメージ化ができる 

② 研修受講者の研修取組への自己の

目標の明確化を図ること 

③ 研修受講者等の情報共有の場とな

ること 

R7.7.14(月) 

○課題別個別コンサルテーション 

開催場所 ：中讃保健福祉事務所 

参 加 者：新任期保健師 6名 

       プリセプター等 14名 

（助言者）香川県立保健医療大学看護学科 

   教授 辻 よしみ 氏 

① 研修目的と自分の課題を振返りを

通して明確にする 

②  他の保健師の報告や助言を聞くこ

とにより、自分自身の学びを深める 

③  プリセプターは、新任期保健師の

課題を把握し、新任期保健師とっ目

指す姿を共有する 

R7.9.18(木) 

○中間報告会 

開催場所：東讃保健福祉事務所 

参 加 者：所内保健師 11名  

(今年度は受講者の関係で東讃保健福祉

事務所単独実施) 

① プレゼンテーションを経験し、効

果的な報告方法や評価について学

ぶ 

② 他の報告者の学びを聴講し、視野

を広げて、自己の学びを振返る 

③ 小豆・東讃管内のプリセプター、教

育担当者等からの指導・助言によ

り修正や見直しを検討する 

④ 自己の進捗状況について確認する 

R8.3.2(月) 

〇成果報告会 

開催場所：東讃保健福祉事務所 

会場参加者：新任期保健師  １名 

市町・事務所職員等 21名 

オンライン参加：管外保健福祉事務所 

        職員等   11名 

 

① 研修の成果について資料作成を行

い、プレゼンテーションを実施 

② プリセプターは、自らの指導の振

り返りと成果について発表 

③ それぞれの講評、出席者からの質

問・意見をもとに、自らの課題につ

いて修正し、学びを深める 

④ 人材育成についての意見交換を行

い今後の在り方について考える機

会とする 

 

R７.６.２(月) 
防護服着脱訓練 

(健康危機管理訓練と共催) 

市町・広域消防等 

        11名 

R７.11.28(金) 
災害体験講話・座談会 

(東讃地区健康危機管理連絡協議会・ワーキングと共催) 

市町･事務所職員等 

          ２２名 

R８.１.30 (水) 
講話「記録の書き方」 

グループワーク 

市町・事務所職員 

        24名 
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（2）所内保健師会・勉強会 

所内保健師の情報共有を目的に、原則第３水曜日午前中に所内保健師会を開催し、各課の

事業計画・評価、研修等復命、業務連絡等を実施した。(10回、延べ 122名) 

偶数月の保健師会終了後、保健師のスキルアップを目的に災害時保健活動や日々の保健師

業務に関する内容(感染症、精神保健、母子保健、介護保険、障害福祉サービス等）について

勉強会を開催した。(5回、延べ 48名) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）プリセプター連絡会 

新任期保健師の割合の増加に伴い、プリセプターを担う保健師も増加し、また若年化して

いる。奇数月の保健師会終了後、プリセプター３名と統括保健師、人材育成担当者で新任保

健師の業務の状況を共有することで、プリセプターが担う負担感を軽減し、指導や支援に関

する悩みを共有する体制を作った。(5回、延べ 20名) 

 

（4）事例検討会(ファシリテーター研修) 

中堅保健師のファシリテーション能力向上及び事例検討にて保健師の視点に基づく支援 

の共有や保健師の役割や機能の再認識を目標に、県立保健医療大学看護学科助教藤村保志花 

先生を助言者として招き、当所保健師等を対象に実施した。(R7.11.19)  

   

（5）統括保健師意見交換会 

    管内市町の統括保健師等と人材育成や災害時の対応等に関する情報交換をしたり、保健

所から人材育成関係研修の進捗状況や健康危機管理事業に関する情報提供を実施。

(R7.9.30、R7.11.25)  

実施日 所内保健師会勉強会内容 

R7.6.18(水) 
災害時保健活動について(災害時対応の基本やシステムに

ついて情報提供) 

R7.9.17(水) 

保健所長：「小児期発症慢性疾患と成人移行支援(講話)」 

リハビリテーションセンター職員：「日常生活支援用具につ

いて(講話・用具の見学)」 

R8.1.13(火) 
災害時の保健活動について(保健師派遣体験講話、災害時の

保健活動講話) 

R8.2.18(水) 
災害時保健活動について(災害時の感染対策講話、吐物処理

実技) 
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第３章 健康福祉総務課の業務 

第１節 保健統計・調査 

1 人口動態調査 

人口動態調査は、国(厚生労働省)が実施する基幹統計であり、出生、死亡、死産、婚姻、

離婚について、その届出を受けた市区町村長が調査票を作成し、わが国の人口動態事象を

把握し、人口及び厚生労働行政施策の基礎資料を得るものである。 

当事務所では、調査票の内容審査、小票の作成、関係者への照会等の事務を実施した。

なお、調査票の件数は次のとおりであった。 

・出生票 364枚、死亡票 1,793枚、死産票 11枚、婚姻票 196枚、離婚票 107枚 

 

２ 国民生活基礎調査 

国民生活基礎調査は、保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項を調査し、

厚生労働行政の政策の企画及び立案に必要な基礎資料を得るものである。 

・世帯調査 １5地区  33単位 

 

 

第２節 健康づくり事業 

１ 健やか香川 21ヘルスプラン推進事業 

「健康長寿かがわの実現」を目指して、「健やか香川２１ヘルスプラン(第３次)」の普

及・推進を図った。 

(1) 生活習慣・健康状態見える化事業 

健康行動未実践者が多い若者や働く世代の行動変容促進を目的に、市町や高校、事業所

等を対象に機器貸出と出前事業を実施した。出前事業では骨密度測定器や非侵襲的光学皮

膚カロテノイド量測定装置（ベジメータ®）を使用した健康チェックや講義、チラシ等を用

いた保健指導・助言等を実施した(保健所の出前講座詳細は各事業内に記載)。  

また、東かがわ市と連携して、既存事業である乳幼児健診時に保護者を対象に骨密度・

ベジメータ®を測定し、行動変容につながる助言等を実施した。 

     

(2) 禁煙・受動喫煙対策推進事業 

① 普及啓発 

世界禁煙デー（5/31）及びスワンスワンデー（毎月 22日）に、終日敷地内禁煙を行うと

ともに、禁煙週間（5/31～6/6）には、事務所においてポスターの掲示やタール瓶、リーフ

レット等の展示を行い普及啓発に努めた。 

② 出前講座 

管内の高校生に対し、喫煙による健康被害について出前講座を行った。 

実施日 対象 内容 参加者 

R7.10.15 寒川高校 「知ろう！たばこの本当の怖さ！」 約 430名 

    ③飲食店における受動喫煙対策キャンペーン調査 
     受動喫煙防止法改正（2020年施行）から５年が経過し、全国的な取り組み状況を調査すること

になり、管内の飲食店７施設に対して調査を実施し、必要な指導を行った。 
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２ メタボリックシンドローム対策推進事業 

(1) 健康づくり推進体制整備事業 

健康づくり事業の円滑かつ効果的な事業の推進を図るため、東讃保健福祉事務所健康づ

くり推進協議会及び地域･職域部会 生活習慣病対策ワーキングを開催し、地域・医療、学

校・職域関係団体等の連携に努めた。 

① 健康づくり推進協議会 

開催日 場所 内容 参加者 

R8.3.19 
大川合同

庁舎 

〇地域・職域部会 生活習慣病対策ワーキン

グの報告 

○各団体・機関における健康づくりの実施

状況と課題について 

〇来年度の取組について 

医療分野、職域分野 

各種団体、保健分野 

17名 

② 地域・職域部会 生活習慣病対策ワーキング 

事業所等における効果的な健康管理支援について、保健所の事業展開の情報提供及び各

委員所属団体の取り組み状況について意見交換しながら、課題抽出や具体的な策を検討し

た。 

開催日 場所 内容 参加者 

R7.7.22 
大川合同

庁舎 

○昨年度「骨密度・野菜摂取量見える化チャ

レンジ」事業結果に基づく今年度の若者・

働く世代の健康づくり対策について 

医療分野、職域分野 

団体(健康)、保健分野 

20名 

R8.1.27 
大川合同

庁舎 

○今年度の若者・働く世代の健康づくり対

策について報告 

○来年度の地域・職域での保健事業につい

て 

医療分野、職域分野 

団体(健康)、保健分野 

21名 

 

(2) 働き盛りの健康支援事業 

① 全国労働衛生週間説明会 

実施日 内容 参加者 

R7.9.11 

〇当事務所の事業紹介 

〇健康ミニチェック 

（骨密度・ベジメータ®測定、体脂肪・握力測定） 

参加数：84社、97名 

骨密度測定 15名、 

ベジメータ®測定 27名 

ほか 

② 事業所支援 

事業所へ出向き、従業員等を対象とした健康講座等を実施した。 

実施日 実施事業所 内容 参加者 

R7.8.18 
味の素冷凍食品 

株式会社四国工場 

〇健康講座、ベジメータ®測定後のアン 

ケート集計 

〇社員食堂の健康的なメニューについての 

助言 

195名 
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(3) 出前講座 

生活習慣病予防を目的とした普及啓発を行うため、依頼のあった事業所等に対し、開

催内容や方法等について協議し実施した。 

実施日 実施事業所 内容 参加者 

R7.7.11 緑造園興業(株) 
「体が資本！現場で働く人の健康チェック」講義 

○骨密度・ベジメータ®・スモーカライザー測定等 
35名 

R7.8.29 （株）藤井製麺 「睡眠と休養について」講義 14名 

R7.10.23 

東讃地区生活 

研究グループ 

連絡協議会 

健康づくり講座 

○骨密度・ベジメータ®測定 
33名 

R7.11.7 (株)FUJIDAN 
「今からできる！健康のための新習慣」講義 

〇健康チェック 
10名 

 

３ 糖尿病予防事業 

(1) 小児生活習慣病を考える会（管内栄養士研修会合同） 

小児生活習慣病予防健診の結果を踏まえた健康教育等、子どもの健康づくりに携わる関

係者の指導の充実を図るとともに、望ましい生活習慣の定着を図るための継続した支援が

できる体制を構築することを目的とした研修会を開催した。 

実施日 場所 内 容 参加者 

R7.7.31 

さぬき市

津田 

公民館 

〇市町健康づくり担当者、こども園および学校保健担当者の立 

場における小児生活習慣病に関する取組紹介 

東かがわ市こども家庭課 管理栄養士 遊見 源也 氏 

認定しろとりこども園 管理栄養士 吉井 三紀子 氏 

さぬき市立さぬき南小学校 栄養教諭 樋口 優子 氏 

香川県立三木高等学校 養護教諭 瀬尾 美香 氏 

〇グループワーク 

 ①小児の食事に関する指導での課題や改善がみられた事例 

 ②指導において保護者に関心を持ってもらうためのアイディア 

20名 

 

(2) 乳幼児生活習慣調査 

各市町から提出された 1歳６ケ月児健診及び３歳児健診におけるデータ（体重・生活習

慣等）を集計し見える化して各市町等に情報提供した。 

 

(3) 子どもの健康講座 

管内の小中学生に対し、生活習慣睡眠の重要性や睡眠不足による健康被害について講

話を行った。 

実施日 対象 内容 参加者 

R7.7.10 白鳥小中学校 生活習慣病対策に関する講話 

5～9年生の保健委員、給食

委員、生徒会長30名程度 

教職員・保護者30名程度 
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４ がん対策事業 

(1) 普及啓発  

事務所においてがんやがん検診に関するポスターの掲示やリーフレット等の設置を行

い普及啓発に努めたほか、三木まんで願（R7.10.25）及びとらまる人形劇カーニバル

(R7.10.26)にブース出展し、乳がんの触診体験、リーフレット配布等普及啓発を行った。 

（2）出前講座  

管内の高校に対し、がんやがんの予防等について出前講座を行った。 

実施日 対象 内容 参加者 

R7.11.11 志度高校 1年生 「がん教育講演会」 90名 

 

５ 食育アクションプラン推進事業 

 (1) 三つ星ヘルシーランチ店 

主食・主菜・副菜がそろい、野菜たっぷりのバランスのよい昼食メニューを提供する飲

食店を、「三つ星ヘルシーランチ店」として推薦・登録し、指導・助言を行っているが、

R7は新規の登録がなかった。 

R6年度末登録数 新規登録数 廃止数 R7年度末登録数 

13 0 0 13 

 

(2) 食育の普及啓発 

「生涯にわたって心身ともに健やかな県民生活の実現」を目指して、「第４次かがわ食

育アクションプラン」の普及・推進を図るため、展示の設置やイベントに参加し、バラン

スのよい食事や、野菜摂取に関する普及啓発を行った。 

実施日 場所 内容 対象者 

R7.6 
大川合同庁舎 

１階ロビー 

〇「１日３食 まず野菜！」ロビー展 

「１日３食 まず野菜！」に関するポスター・パ

ネル・のぼり等の設置、フードモデル（野菜 350g、

ジュースに含まれる砂糖の量等）の展示等 

来庁者 

R7.6.19

～30 

三つ星ヘル

シーランチ店 

（13店舗） 

〇三つ星ヘルシーランチ店と協力した食育キャン

ペーン 

かがわ食育月間、かがわ食育の日に関連し、「１日

３食 まず野菜！」のポスターの掲示、三つ星ヘル

シーランチを食べた人に普及啓発グッズの配布

等 

三つ星ヘル

シーランチ

店来店者 

498名 

R7.10.25 
三木町 

ベルシティ 

○獅子たちの里三木まんで願への出展 

 骨密度・ベジメータ®測定、フードモデルの展示

（野菜 350g）等 

来場者 

延 268名 

R7.10.26 とらまる公園 

〇とらまる人形劇カーニバル 2025への出展 

ベジメータ®測定、フードモデル（野菜 350g、

ジュースに含まれる砂糖の量）の展示等 

来場者 

延 90名 
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(3) 高校生の食育推進事業 

高校生に対し、食品選択能力や自己管理能力を身につけ、若い世代から望ましい生活

習慣を定着させることを目的に、体験型の食育教室等を実施し、普及啓発を行った。 

実施日 場所 内容 参加者 

R7.5.30 

石田高校 

○生活習慣・健康状態見える化事業 

骨密度・ベジメータ®測定、啓発等 

66名 

（生徒・教員） 

R7.6.11 

R7.10.28 

○健康教室「ベジメータ®を使って野菜摂取量

を知ろう！」 

ベジメータ®測定、講義、啓発等 

66名 

49名 

（生徒・教員） 

R7.7.3 三木高校 
○生活習慣・健康状態見える化事業 

ベジメータ®測定、啓発等 

243名 

（生徒・教員） 

R7.5.23 

R7.7.9 
津田高校 

〇生活習慣・健康状態見える化事業 

ベジメータ®測定、啓発等 

〇健康教室「ベジメータ®を使って野菜摂取量

を知ろう！！」 

 講話 

70名 

72名 

（生徒・教員） 

R7.9.6 三本松高校 

〇文化祭ブース出展 

骨密度・ベジメータ®測定、ジュースに含ま

れる砂糖の量やお菓子に含まれる油の量・エ

ネルギーの展示、野菜に関する啓発等 

延 178名 

（生徒・教員・

来校者） 

R7.9.19 

志度高校 

○生活習慣・健康状態見える化事業 

骨密度・ベジメータ®測定、講義、啓発等 

98名 

（生徒・教員） 

R7.9.27 

〇文化祭ブース出展 

骨密度・ベジメータ®測定、ジュースに含ま

れる砂糖の量やお菓子に含まれる油の量・エ

ネルギーの展示、野菜に関する啓発等 

延 366名 

（生徒・教員・

来校者） 

 

(4) 高校生の食育推進講師派遣事業 

県保健体育課より依頼を受け、高校生への食育教室を実施した。 

実施日 場所 内容 参加者 

R7.9.22 石田高校 
○講義「ライフステージと栄養、栄養士の仕事」 

○調理実習 

25名 

（生徒・教員） 

 

第３節 栄養改善 

1 専門的・広域的栄養指導 

(来所・電話等による栄養相談・指導) 

 

個別指導延人員 集団指導延人員 

栄養 

指導 

(再掲) 

病態別 

栄養 

指導 

運動 

指導 

(再掲) 

病態別 

運動 

指導 

栄養 

指導 

(再掲) 

病態別 

栄養 

指導 

運動 

指導 

(再掲) 

病態別 

運動 

指導 

20歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 

20歳以上 1 0 0 0 0 0 0 0 

 

 



19 

２ 人材育成 

(1) 地域栄養改善活動従事者研修事業 

管内の行政栄養士と連携を図るとともに、地域の栄養改善・健康増進に関わっている栄

養士等の人材育成・支援に努めた。 

①  管内行政栄養士等連絡会 

管内行政栄養士との情報共有を目的に、年に２回連絡会を実施しており、今年度は危機

管理についての現状把握と演習を行った。また、骨密度健診の実施や市町からの質問等の

情報の共有や意見交換を行った。 

実施日 場所 内 容 参加者 

R7.12.10 
さぬき市 

津田公民館 

○来年度の生活習慣・健康状態見える化事業について 

○食生活改善推進員養成講座について 

〇市町における骨密度健診の実施について 

○災害時の危機管理体制について 

7名 

R8.3.9 
大川合同 

庁舎 

〇令和７年度事業評価及び令和８年度事業計画について 

〇管内１歳６か月児と３歳児における生活習慣調査結果

について 

〇食生活改善推進員養成講座について 

○カードゲームで体験する災害時の食生活支援 

〇保育所給食のメニューや備蓄について 

15名 

② 管内栄養士研修会 

「小児生活習慣病を考える会」と合同で開催した。 

 

(2) 食生活改善地区組織育成事業 

① 管内食生活改善推進員等研修会 

実施日 場所 内 容 参加者 

R7.12.10 

さぬき市

津田保健

センター 

○講演「食塩と健康の再考～知らないとマズイ？食塩の話～」 

講師 香川大学医学部薬理学 助教 北田 研人 氏 

○意見交換・情報提供 

「今年度及び来年度の活動状況について」、「来年度以降の研修

について」 

30名 

講演は、給食施設職員等研修会と合同で開催した。 

 

② 東かがわ市食生活改善推進協議会総会研修会 

実施日 場所 内 容 参加者 

R7.4.22 
東かがわ市

交流プラザ 

「国民健康・栄養調査結果を確認！私たちの活動につ

なげよう」講演 
42名 

 

③さぬき市食生活改善推進協議会総会研修会 

実施日 場所 内 容 参加者 

R7.4.24 志度公民館 
○「人生 100年時代の健康づくり」講演 

○ベジメータ®測定 
75名 
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④東かがわ市食生活改善推進協議会研修会 

実施日 場所 内 容 参加者 

R7.8.12 
東かがわ市

交流プラザ 

〇「今から始める骨粗しょう症予防〜イキイキ過ごす

ヒント★強い骨づくりの知識と実践方法などを学びま

しょう〜」講演 

〇骨密度・ベジメータ®測定 

38名 

 

(3) 管理栄養士の学生実習 

管理栄養士の人材育成のために、公衆栄養学の実践の場として臨地実習を受け入れ指導

を行った。 

実施期間 学 校 名 人 数 

R7.8.22～

R7.8.29 

ノートルダム清心女子大学 人間生活学部 食品栄養学科 ２名 

中村学園大学 栄養科学部 栄養科学科 １名 

 

３ 給食施設栄養管理推進事業 

給食業務の円滑な推進、関係者の資質向上、給食内容の充実等を目的に巡回指導や研修

会等を実施した。 

(1) 給食施設数 

区分 

学 
 

校 

病 
 

院 

介
護
老
人
保
健
施
設 

介
護
医
療
院 

老
人
福
祉
施
設 

児
童
福
祉
施
設 

社
会
福
祉
施
設 

事 

業 

所 

寄 

宿 

舎 

そ 

の 

他 

計 

特
定
給
食
施
設 

管理栄養士のみの施設 2 2 2 0 4 1 0 0 0 0 11 

管理栄養士・栄養士の 

いる施設 
3 3 4 0 3 1 0 1 0 0 15 

栄養士のみの施設 2 0 0 0 0 6 0 0 0 0 8 

管理栄養士・栄養士 

どちらもいない施設 
1 0 0 0 2 3 0 6 1 0 13 

計 8 5 6 0 9 11 0 7 1 0 47 

そ
の
他
の
給
食
施
設 

管理栄養士のみの施設 0 1 0 1 5 2 2 0 0 2 13 

管理栄養士・栄養士の 

いる施設 
0 2 0 1 1 1 2 0 0 0 7 

栄養士のみの施設 0 0 0 0 2 8 0 0 0 1 11 

管理栄養士・栄養士 

どちらもいない施設 
0 0 0 0 2 4 0 1 0 1 8 

計 0 3 0 2 10 15 4 1 0 4 39 

合計 8 8 6 2 19 26 4 8 1 4 86 

＊施設数は、健康増進法第 20 条に基づく特定給食施設の届出及び香川県特定給食施設等指導要綱に基

づく給食施設の届出による。 
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(2) 給食施設状況調査 

管内給食施設の運営・栄養管理・肥満とやせの状況等を調査し、巡回指導等の基礎資料

として活用した。また、調査結果を集計し、各施設等へ報告した。 

調査期間 調査施設数 調査票回収数 回収率 

R7.6～7 89 89 100％ 

 

(3) 給食施設設置、変更及び廃止届出状況 

設置 変更 廃止 

1 2 0 

 

(4) 施設の規模別個別指導状況 

給食施設に対し、巡回指導や電話等による個別指導を行った。 

区   分 

特定給食施設 
その他の 

給食施設 
計 1回 100食以上 

又は 1日 250食以上 

１回 300食以上 

又は１日 750食以上 

学 校 1 3 0 4 

病 院 4 1 3 8 

介護老人保健施設 5 0 0 5 

介護医療院 0 0 2 2 

老人福祉施設 5 0 5 10 

児童福祉施設 2 0 0 2 

社会福祉施設 0 0 1 1 

事業所 3 1 1 5 

寄宿舎 1 0 0 1 

その他 0 0 1 1 

合 計 21 5 13 39 

 

(5) 給食施設職員等研修会 

開催日 場所 内 容 参加者 

R7.12.10 
さぬき市 

津田公民館 

○講演「食塩と健康の再考～知らないとマズい？食塩の

話～」 

 講師 香川大学医学部薬理学 助教 北田 研人 氏 

○情報提供「特定給食施設における衛生管理について」 

○情報提供「令和７年度管内給食施設栄養管理状況につ

いて」 

34名 

講演は、食生活改善推進員研修会と同時に行った。 
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４ 食品栄養表示関連指導事業 

食品の栄養成分表示等について製造施設等に対し、指導・助言を行った。 

(1) 相談・指導  

区  分 相談件数 指導・助言件数 

食品表示法 10 0 

健康増進法 
第 65条第 1項 0 0 

第 65条第 1項以外 0 0 

 

(2) 食品表示等違反一斉取締り 

区分 立ち入り施設数 
食品表示違反 

発見件数 

虚偽誇大表示違反疑い 

発見件数 

夏期 11 1 2 

年末 11 1 1 

 

５ 国民健康・栄養調査 

健康増進法に基づき、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料を得る

ために実施した。本調査は、栄養摂取状況調査、身体状況調査、生活習慣調査からな

り、食物摂取状況調査と血液検査の協力者には、調査結果を報告した。 

調査地区 時期 実施内容 協力数 

さぬき市 

鴨庄 

R7.11.14 事前説明会 13名 

R7.11 

栄養摂取状況調査（食物摂取状況） 16世帯 35名（16世帯 35名） 

身体状況調査（血液検査） 35名（22名） 

生活習慣調査 25名 

 

 

第４節 母子父子寡婦福祉 

母子家庭等の生活の安定と向上や経済的自立を進めるため、母子父子寡婦福祉資金の貸付

を行うとともに、母親等が安定した就労の場を確保するため、母子家庭等自立支援給付金事

業により給付を行った。 

 

母子父子寡婦福祉資金貸付状況                           (令和８年３月31日現在) 

資金種別 
新規貸付 継続貸付 合 計 

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 

修  学   1 1,512,000 1 1,512,000 

就学支度 1 580,000   1 580,000 

合  計 １ 580,000 1 1,512,000 2 2,092,000 
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母子父子寡婦福祉資金貸付残高     (令和７年 12月 31日現在)（単位：円） 

資金種別 母子 寡婦 父子 合  計 

事業開始 3,393,510   3,393,510 

事業継続 817,439   817,439 

修学 25,698,449 1,732,773 6,346,971 33,778,193 

就学支度 4,539,205 71,315 590,000 5,200,520 

合計 34,448,603 1,804,088 6,936,971 43,189,662 

 

 

母子・父子自立支援員の相談状況                        (令和８年３月 31日現在) 

相談種別 
回

数 
相談種別 

回

数 
相談種別 

回

数 
相談種別 

回

数 

生 

活 

一 

般 

住宅 0 

児                        

童 

養育 5 

生

活

援

護 

母子 
貸付 56 

そ 

の 

他 
 
 
 
 
 
 
 

売店設置 0 
償還 101 

医療 0 教育 2 父子 
貸付 4 

たばこ販売 0 
償還 5 

家庭 

紛争 

夫の 

暴力 
4 非行 0 寡婦 

貸付 4 
公営住宅 0 

償還 9 

その他 4 就職 0 公的年金 0 施設利用 0 

就労 139 その他 0 児童扶養手当 2 生活支援施設 0 

養育費 0 －  生活保護 0 － 0 

その他 3 －  
税 1 － 0 

その他 10 小 計 0 

小計 150 小計 7 小計 192 合 計 349 

 

 

母子家庭等自立支援給付金事業 (令和８年３月 31日現在) 

区  分 
自立支援教育訓練給付金事業 高等職業訓練促進給付金等事業 

分割支給 追加支給 訓練促進給付金 修了支援給付金 

申請件数 2 0 3 0 

支給人数 2 0 3 0 
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第５節 高齢者福祉及び戦没者遺族、戦傷病者等の援護 

１ 高齢者福祉 

令和６年 10 月 1 日現在、管内の老年人口は約３万８千人である。また、高齢化率は約

39.1％であるが、全市町が全国平均（28.6％）を超え、県平均（32.9％）を上回っている。 

 

 (1)年齢(３区分)別人口の推計                         （令和６年 10月 1日現在) 

  年齢区分 

市町別 
総 数 ※ 

0～14歳 

(年少人口) 

15～64歳 

(生産年齢人口) 

65歳以上 

(老年人口) 

高齢化率 

（％） 

さ ぬ き 市 44,075 3,800  22,412  17,202  39.6  

東かがわ市 25,997  2,125  12,176  11,514  44.6 

三  木  町 26,042  3,190  13,996  8,564  33.3 

直  島  町 2,965  274  1,646  972  33.6 

計 99,079  9,389  50,230  38,252  39.1 

香  川  県 917,058  103,607  497,142  294,411  32.9 

※「総数」には年齢不詳を含んでおり、割合は分母から不詳を除いたもので算出。 

 

 

 

(2)高齢化率の推移                国勢調査実施の各年 10月１日現在(単位：％) 
   

年 

市町別    

S60年 H 2年 H 7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年 

さ ぬ き 市 15.2 17.0 19.7 23.0 26.0  29.2 34.1 37.3 

東かがわ市 13.8 16.9 20.9 25.4 29.4 34.0 39.5 42.8 

三  木  町 14.1 16.0 18.9 20.6  22.2  24.3 29.0 31.5 

直  島  町 13.2 16.4 21.5 25.3  28.0  30.4 34.2 33.4 

管     内 14.4 16.7 19.9 23.2  26.2  29.4 34.0 37.2 

香  川  県 13.3 15.4 18.2 21.0  23.3  25.8 29.9 31.8 

全     国 10.3 12.1 14.6 17.4  20.2 23.0 26.6 28.6 

 

(3)老人クラブ・会員数(老人福祉法) (令和８年３月 31日現在) 

区分 

町別 

適正クラブ 町クラブ 

連合会数 クラブ数 会員数(人) 

三  木  町 18 673 1 

直  島  町 3 90 1 

計 21 763 2 
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２ 戦没者遺族、戦傷病者等の援護 

市町主催の戦没者追悼式に知事代理として事務所長が参列し、先の大戦で犠牲になった

方々とその遺族へ「哀悼の言葉」を捧げた。 

三木町は来賓なしで式典を開催したため、参列していない。 

 

市 町 開催日 式 典 会 場 

直  島  町 R7.6.27 直島町総合福祉センター(劇場ホール) 

さ ぬ き 市 R7.10.21 さぬき市長尾公民館ホール 

三  木  町 R7.9.20 三木町文化交流プラザ（小ホール） 

東かがわ市 R7.11.23 東かがわ市交流プラザ（多目的ホール） 

 

第６節 障害者福祉 

障害者の福祉の向上を図るため、関係機関との連絡を密にし、特別障害者手当等につい

て、適切に給付を行った。また、障害者からの相談に対する適切な対応や県スポーツ大会

等をはじめとする社会参加の促進に努めた。 

 

特別障害者手当等受給者数               (令和８年３月 31日現在) (単位：人) 

区 分 障害児福祉手当 特別障害者手当 福祉手当 計 

三  木  町 21 37 0 58 

直  島  町 1 0 0 1 

計 22 37 0 59 

 

 

第７節 児童福祉 

管内各町から児童福祉施設へ措置された児童の費用について、過年度債権の管理を行い徴

収率向上に努めた。   

また、家庭における適切な児童の養育、家庭問題及び生活環境等の相談業務を行い、管内各

町、子ども女性相談センターとの連携を図り、問題解決に努めた。 

さらに、配偶者間の暴力、離婚、離婚に伴う子どもの問題、住宅問題、精神的問題等の女性

相談業務を行った。 
 
児童福祉施設入所措置費未収入金状況 

種 別 施 設 名 人数 未収金額（円） 

障害児入所施設 
香川県身体障害者総合リハビリテーション 

センター障害児入所施設 
1 0 
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第８節 地域福祉 

１ かがわ思いやり駐車場制度 

公共的施設に設置されている障害者等用駐車場の適正利用を図るため、障害者、高齢者、

妊産婦など移動に配慮が必要な方に、県が「かがわ思いやり駐車場利用証」を交付するこ

とにより、利用者を明確にし、駐車場管理者等の協力を得ながら不適切な駐車を解消し、

障害者等に配慮した環境づくりを推進した。 
 
利用証交付状況   

区  分 
長  期 短  期 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 高齢者 難病患者 けが人 妊産婦 

交付件数 59  3  1 17 14  4  75 

 

２ ヘルプマークの配布 

平成 30 年５月、外見では障害の分かりづらい人が周囲に手助けが必要なことを知らせ

る「ヘルプマーク」の県内無償配布が開始され、当事務所では令和７年度に計５枚を配布

した。 

 

３ 民生委員・児童委員 

地域福祉を着実に推進するため、住民にとって身近な相談役である民生委員・児童委員

との連携に努めた。 

 民生委員・児童委員の委嘱状況                            (単位：人) 

町 名 
民生委員・児童委員数 男女別 

令和7年12月一斉改選 

による新任・改選の別 

定数 委員数 主任児童委員 計 男 女 新任 改選 計 

三 木 町 53 48  3 51 34 17 18 33 51 

直 島 町 9  5  1 6  1  5  3  3 6 

管 内 計 62 53  4 57 35 22 21 36 57 

  

 

第９節 生活保護 

現在の生活保護制度は、生活に困窮する者に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行

い、健康で文化的な最低限の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的として、昭

和 25年５月に制定されたものである。 

管内の生活保護の受給者数は、令和 8年４月１日現在で、被保護世帯数は 148世帯、被保護

人員は 181人となっており、前年度同期と比べ世帯数で 16世帯増（12.1％増）、人員で 23人

増（14.6％増）となった。 

また、令和 7年度における生活保護の開始廃止状況をみると、開始が 35件(前年度 32件か

ら 9.4％増)、廃止が 19件(前年度 18件から 5.6％増)となっている。 

理由別に見ると、開始では収入や預貯金等の減少によるものが 12件、世帯主の傷病による

ものが 11件と両者併せて 66％と 6割以上を占めており、廃止では世帯主の死亡や転出による

ものが主な理由となっている。 
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生活保護行政については、多様化、複雑化する要保護者のニーズの把握に努めながら、他法

他施策の活用、町及び町社協、民生委員との緊密な連携をもって適切な運営に努めた。 

 

被保護者数・世帯数の推移                         (各年度：４月１日現在) 

町別 

年度 

三木町 直島町 計 

世帯数 人 員 世帯数 人 員 世帯数 人 員 

H30   144   191     6     7   150   198 

R1   135   174     6     7   141   181 

R2   128   161     6     7   134   168 

R3   120   146     4     5   124   151 

R4   123   151     5     6   128   157 

R5   119   144     4     5   123   149 

R6   114   136     4     5   118   141 

R7  128  153   4   5  132  158 

R8   142   174     6     7   148  181 

 

 

町別･世帯類型別生活保護の状況                     (令和８年４月１日現在) 

類型 

町別 

高齢者 

世 帯 

母子 

世帯 

傷病障害者 

世帯 

その他 

世 帯 
計 保護人員 

保護率

(‰)※ 

三 木 町 74 10 26  32 142  174 6.72 

直 島 町 3 0 1  2 6  7 2.38 

計 77 10 27 34 148  181 6.28 

構成比(％) 52.0 6.8 18.2 23.0 100.0    

※保護率は令和 7年 9月の数値 
 
 
 

保護開始・廃止理由                                                 (令和７年度) 

区 分 理 由 世帯数 区分 理 由 世帯数 

開 始 

世帯主の傷病・障害 11 

廃 止 

就労収入の増加 2 

世帯員の傷病・障害 0 預貯金等の増加 0 

収入・預貯金等の減少 12 世帯主の死亡 10 

失業による収入の喪失 4 年金･仕送り等の増加 0 

年金･仕送り等の減少 4 転出 6 

転入 4 辞退による 0 

その他 0 その他 1 

計 35 計 19 
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救護施設入所状況           (令和８年４月１日現在)(単位：人) 

町 別 清水園 萬象園 計 

三 木 町   0   1   1 

直 島 町   0   0   0 

計   0   1   1 

 

第 10節 生活困窮者自立支援 

平成 25年 12月６日、生活困窮者自立支援法が成立し、平成 27年４月から生活困窮者自立

支援制度を実施している。本制度は、社会経済の構造的な変化に対応し、生活保護受給者以外

の生活困窮者への支援（第２のセーフティネット）を抜本的に強化したものである。 

生活困窮者自立支援については、生活困窮者の自立と尊厳の確保を目標とし、自立相談支援

事業、家計相談支援事業等の適切な運営に努めた。 

生活困窮者自立支援制度の根幹である自立相談支援事業は三木町社会福祉協議会、直島町

社会福祉協議会に委託されている。同事業の令和７年度新規相談受付件数は、三木町 2件、直

島町 0件であった。 
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第４章 保健対策課の業務  

第 1節 結核・感染症予防 

ǡ Ǧ ǡ Ǟ ǌǾ═ Ǟ ǌǾ Ǟ ǘǀ  ǡ Ǜ

ǐǡǱȆⱫǡ Ǟ Ǵ  Ǧ ƿ Ǟ ȅ ǚǀǾǻƹ ⱱǊǒ¡ 
 

1 結核対策 

ǡƵǖǒ ȅ Ǌ ȅ №ǌǾǛǛǵǞ  Ǟ ǘǂ

Ǧ ╪ ǞǗƷǙÔ ǡ Ǟ ǌǾ ÕǞ Ǌ  ǝ═ ǡ ȅ ǖǒ¡

Ǳǒ  Ǧ ǡ ǡ Ǟ Ǵ  Ǧ ǡ

ȅ Ǌǒ¡ 
 

(1)結核登録患者の状況                                     ( 7 12 31 )  

  

   
È É 

 
  

  
 
 

 

 
 
 

 
 
 
 

 
ǐǡ  

 

 
╫  
ǐǡ  

ǈ ǟ ǀ  4 0 0 0 0 0 4 0 5 

ƾƿȂ  4 2 1 0 0 1 2 0 3 

     2 2 0 1 1 0 0 0 1 

     0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 10 4 1 1 1 1 6 0 9 

 

(2)年末現在の活動性分類別結核登録患者の受療状況           ( 7 12 31 )  

   

   

È É 
  

  
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 
ǐǡ  

 

 
╫  
ǐǡ  

  ╪   1 1 0 1 0 0 0 0 0 

 3 3 1 0 1 1 0 0 3 

  ǝ Ǌ 6 0 0 0 0 0 6 0 6 

      0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 10 4 1 1 1 1 6 0 9 

 

(3)新規登録患者の登録時の状況                ( 7 Ŧ Ŧ 7 12 31 )  

  
 È É 

 
 

  
  ǐǡ  ╫ ǐǡ  

ǈ ǟ ǀ  1 0 1 0 0 3 

ƾƿȂ  2 1 0 0 1 1 

     1 0 1 0 0 1 

     0 0 0 0 0 0 

 4 1 2 0 1 5 
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第５章 衛生課の業務 

第１節 食品衛生等 

１ 食品衛生 

食品による事故（食中毒など）を防ぎ、安全な食生活を確保するため、食品衛生法に基

づき各種営業施設等に対する監視指導や食品の収去検査を実施した。 
 

(1)旧食品衛生法に基づく許可を要する食品関係営業施設 
 施

設

数 

監

視 

延

施

設

数 

指

導

票 

交

付

数 

処

分

件

数 

許 可 件 数 廃

業

件

数 

新

規 

継

続 

計 

飲
食
店
営
業 

一般食堂・レストラン等 53 86 0 0 0 0 0 83 

仕出し屋・弁当屋 5 5 0 0 0 0 0 6 

旅 館 4 13 0 0 0 0 0 11 

その他 31 96 0 0 0 0 0 68 

菓子製造業 11 52 0 0 0 0 0 48 

乳処理業 0 0 0 0 0 0 0 0 

乳製品製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

集乳業 0 0 0 0 0 0 0 0 

魚介類販売業 11 40 1 0 0 0 0 20 

魚介類競り売り営業 1 2 0 0 0 0 0 1 

魚肉練り製品製造業 0 3 0 0 0 0 0 2 

食品の冷凍又は冷蔵業 2 3 0 0 0 0 0 3 

かん詰又はびん詰食品製造業 0 5 0 0 0 0 0 3 

喫茶店営業 8 20 0 0 0 0 0 23 

あん類製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

アイスクリーム類製造業 3 5 0 0 0 0 0 4 

食肉処理業 0 5 0 0 0 0 0 6 

食肉販売業 5 28 1 0 0 0 0 17 

食肉製品製造業 0 1 0 0 0 0 0 1 

乳酸菌飲料製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

食用油脂製造業 1 0 0 0 0 0 0 1 

みそ製造業 1 3 0 0 0 0 0 3 

しょうゆ製造業 0 1 0 0 0 0 0 1 

ソース類製造業 0 1 0 0 0 0 0 3 

酒類製造業 0 2 0 0 0 0 0 2 

豆腐製造業 1 1 0 0 0 0 0 0 

納豆製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

麺類製造業 5 11 0 0 0 0 0 11 

そうざい製造業 5 13 0 0 0 0 0 11 

添加物製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

清涼飲料水製造業 0 1 0 0 0 0 0 0 

氷雪製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 147 397 2 0 0 0 0 328 

※廃業件数には、許可期限満了に伴い改正食品衛生法に基づく許可を新たに取得した施設を含む。 
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(2)改正食品衛生法に基づく許可を要する食品関係営業施設 

 施

設

数 

監

視 

延

施

設

数 

指

導

票 

交

付

数 

処

分

件

数 

許 可 件 数 廃

業

件

数 

新

規 

継

続 

計 

飲
食
店
営
業 

一般食堂・レストラン等 472 93 0 0 92 0 92 7 

仕出し屋・弁当屋 32 8 0 0 6 0 6 0 

旅 館 35 2 0 0 11 0 11 1 

その他 448 122 5 0 116 0 116 15 

調理機能を有する自動販売機 12 0 0 0 3 0 3 0 

食肉販売業 35 54 0 0 5 0 5 0 

魚介類販売業 67 54 1 0 8 0 8 0 

魚介類競り売り営業 2 2 0 0 1 0 1 0 

集乳業 0 0 0 0 0 0 0 0 

乳処理業 1 1 0 0 0 0 0 0 

特別牛乳搾取処理業 0 0 0 0 0 0 0 0 

食肉処理業 15 10 0 0 4 0 4 0 

菓子製造業 200 64 0 0 51 0 51 5 

アイスクリーム類製造業 3 1 0 0 0 0 0 0 

乳製品製造業 2 2 0 0 0 0 0 0 

清涼飲料水製造業 4 2 0 0 0 0 0 0 

食肉製品製造業 3 3 0 0 1 0 1 0 

水産製品製造業 22 10 1 0 5 0 5 0 

氷雪製造業 1 0 0 0 0 0 0 0 

液卵製造業 2 3 0 0 0 0 0 0 

食用油脂製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

みそ又はしょうゆ製造業 16 4 0 0 5 0 5 0 

酒類製造業 6 3 0 0 2 0 2 0 

豆腐製造業 6 4 1 0 0 0 0 0 

納豆製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

麺類製造業 22 11 0 0 6 0 6 1 

そうざい製造業 76 37 1 0 10 0 10 2 

複合型そうざい製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 

冷凍食品製造業 2 1 0 0 0 0 0 0 

複合型冷凍食品製造業 2 9 0 0 0 0 0 0 

漬物製造業 18 7 0 0 3 0 3 1 

密封包装食品製造業 20 6 0 0 3 0 3 0 

食品の小分け業 9 1 0 0 2 0 2 0 

添加物製造業 1 0 0 0 0 0 0 0 

計 1534 514 9 0 334 0 334 32 

※新規許可件数には、旧食品衛生法に基づく許可の期限満了に伴い新たに許可を取得した施設を含む。 
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(3)届出を要する食品関係営業施設 

 施

設

数 

監

視 

延

施

設

数 

指

導

票

等 
交

付

数 

魚介類販売業（包装済みの魚介類のみの販売） 25 8 0 

食肉販売業（包装済みの食肉のみの販売） 37 10 0 

乳類販売業 101 39 0 

氷雪販売業 2 0 0 

コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置） 78 22 0 

弁当販売業 8 0 0 

野菜果物販売業 65 1 0 

米穀類販売業 21 0 0 

通信販売・訪問販売による販売業 2 0 0 

コンビニエンスストア 50 4 0 

百貨店、総合スーパー 40 84 5 

自動販売機による販売業 

（コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置）を除く。） 
33 7 0 

その他の食料・飲料販売業 342 19 0 

添加物製造・加工業（法第 13条第１項の規定により規格が定めら

れた添加物の製造を除く。） 
0 0 0 

いわゆる健康食品の製造・加工業 1 0 0 

コーヒー製造・加工業（飲料の製造を除く。） 20 0 0 

農産保存食料品製造・加工業 8 0 0 

調味料製造・加工業 13 0 0 

糖類製造・加工業 5 0 0 

精穀・製粉業 11 0 0 

製茶業 7 0 0 

海藻製造・加工業 0 0 0 

卵選別包装業 3 2 0 

その他の食料品製造・加工業 79 6 0 

行商 6 4 0 

集
団
給
食

施
設 

学校 8 5 1 

病院・診療所 6 0 0 

事業所  0 0 0 

その他 59 15 1 

器具、容器包装の製造・加工業 

（合成樹脂が使用された器具又は容器包装の製造、加工に限る。） 
14 0 0 

露店、仮設店舗等における飲食の提供のうち、営業とみなされな

いもの 
0 0 0 

その他 1 0 0 

計 1045 226 7 
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(4)食品衛生監視機動班 

広域的に流通する食品の製造業を主に、監視指導を行った。 

 

監視指導延施設数 
収去 

検体数 

延出動 

日数 
許可 

施設数 

指導票 

交付数 

届出 

施設数 

指導票 

交付数 

東讃保健所管内 263 9 115 6 166 48 

小豆保健所管内 61  2 8 0 0 12 

計 324 11 123 6 166 60 

 

(5)苦情処理 

食品に関する苦情は 18件あった。 

内容 有症苦情 異物混入 腐敗変敗 不衛生 営業許可 食品表示 その他 計 

件数 5 6 0 3 2 0 2 18 

 

(6)食中毒 

令和７年には、県内（高松市を含む。）の食中毒は 12 件で 153 名の患者が発生した。

管内における食中毒の発生は 0件だった。 

 

(7)食品等の検査 

検 体 乳 乳以外の食品等 
計 

検査項目 成分規格 規格基準等（うち指導基準） 

検体数 2 332（136） 334 

※詳細は別表１～３（５３～５４ページに掲載）のとおり。 

 

(8)衛生教育実施状況 

対  象  者 実施回数 参加人数（延） 

一般消費者等 

(食生活改善推進員、中学生、高校生等を含む) 
1 31 

集団給食施設の栄養士、調理従事者等 2 58 

その他食品関係事業者 8 176 

大学祭実行委員及び模擬店出店団体の代表者 1 25 

計 12 290 
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別表１ 乳の成分規格検査 

 
検体数 

（実数） 

不適 

検体数 

（実数） 

不 適 理 由（延数） 

無脂乳 

固形分 
乳脂肪 比重 酸度 細菌数 大腸菌群 

牛 乳 2 0 0 0 0 0 0 0 

低脂肪牛乳 0 0 0 0 0 0 0 0 

加 工 乳 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他の乳 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 2 0 0 0 0 0 0 0 

※中讃保健所で検査を実施 

 

別表２ 食品等の規格基準等検査（検体数には「別表３ 食品の指導基準検査」の検体数を含む。） 

 
検体数 

（実数） 

不良 

検体数 

（実数） 

不良理由 

大腸菌群 添加物 その他 

魚介類 19 0 0 0 0 

冷
凍
食
品 

無加熱摂取冷凍食品 8 0 0 0 0 

凍結直前に加熱された 

加熱後摂取冷凍食品 
5 0 0 0 0 

凍結直前未加熱の 

加熱後摂取冷凍食品 
12 0 0 0 0 

生食用冷凍鮮魚介類 0 0 0 0 0 

魚介類加工品 29 0 0 0 0 

肉卵類及びその加工品 34 0 0 0 0 

乳製品 0 0 0 0 0 

乳類加工品 10 0 0 0 0 

アイスクリーム類・氷菓 9 0 0 0 0 

穀類及びその加工品 41 0 0 0 0 

野菜類・果物及びその加工品 94 0 0 0 0 

菓子類 45 0 0 0 0 

清涼飲料水 0 0 0 0 0 

酒精飲料 7 0 0 0 0 

氷雪 0 0 0 0 0 

水 4 0 0 0 0 

かん詰・びん詰食品 15 0 0 0 0 

その他の食品 0 0 0 0 0 

添加物及びその製剤 0 0 0 0 0 

器具及び容器包装 0 0 0 0 0 

おもちゃ 0 0 0 0 0 

計 332 0 0 0 0 

※麺類及び生あんについては、中讃保健所で検査を実施。それ以外については、環境保健研究センターで検査を実施 
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別表３ 食品の指導基準検査 

 
検体数 

(実数) 

不適合 

検体数 

(実数) 

不適合理由（重複） 

細菌数 
大腸 

菌群 
E.coli 

黄色 

ﾌﾞﾄﾞｳ 

球菌 

ｾﾚｳｽ菌 
腸炎 

ﾋﾞﾌﾞﾘｵ 

豆

腐

類 

包 装 豆 腐 1 0 0 0  0   

そ の 他 の 豆 腐 8 0 0 0  0   

豆 腐 加 工 品 7 1 1 0  0   

生

菓

子 

和 生 菓 子 19 0 

0 0  0   洋 生 菓 子 6 0 

その他の生菓子 0 0 

た

ま

ご

豆

腐 

包装たまご豆腐 0 0 0 0  0   

そ の 他 の 

た ま ご 豆 腐 
0 0 0 0  0   

そ

う

ざ

い 

加 熱 そ う ざ い 52 2 1 1  0   

未加熱そうざい 11 1 1 1  0   

調 理 パ ン 1 0 0 0  0   

め

ん

類 

包 装 ゆ で め ん 0 0 0 0 0 0   

そ の 他 の 

ゆ で め ん 
6 0 0 0  0   

生 め ん 4 0 0  0 0   

調

理

ご

飯

類 

お に ぎ り 類 0 0 

1 1  0 0  

す し 類 5 1 

混 ぜ ご 飯 類 0 0 

そ の 他 の 

調 理 ご 飯 類 
12 1 

魚 肉 ね り 製 品 3 0 0   0   

浅 漬 0 0   0   0 

そ の 他 1 0   0   0 

計 136 6 4 3 0 0 0 0 

※環境保健研究センターで検査を実施 

 

２ 家庭用品衛生 

家庭用品による健康被害を防止するため、「有害物質を含有する家庭用品の規制に関す

る法律」に基づき、繊維製品のホルムアルデヒド検査について５検体の衛生検査を実施し

た。 

検査項目 対象家庭用品 検査機関 検体数 成 績 

ホルムアルデヒド 
繊維製品 

（手袋、下着、靴下等） 
環境保健研究センター 5 全て適合 
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第２節 薬事・献血等 

１ 薬事衛生 

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、再生医療等製品及び毒物劇物の取扱いについ

て、関係施設等の監視指導を実施した。 

 

(1)薬事監視   ＊卸売販売業、薬種商販売業及び再生医療等製品販売業については、高松市内分も所管している。 

区       分 許可・届出 
施設数 

立入検査 
延施設数 

違反発見 
延施設数 

処分件数 

医 薬 品 

薬  局  54 38 2 0 

薬局医薬品製造業 1 0 0 0 

薬局医薬品製造販売業 1 0 0 0 

店舗販売業 24 6 0 0 

卸売販売業＊ 62  18 0 0 

薬種商販売業＊ 0 0 0 0 

特例販売業 0 0 0 0 

業務上取扱施設  31 0 0 

医薬部外品 
販売業  0 0 0 

業務上取扱施設  21 0 0 

化 粧 品 
販売業   0 0 0 

業務上取扱施設  10 0 0 

医 療 

機 器 

販

売

業 

高度管理医療機器等  60  18 0 0 

管理医療機器 288  9 0 0 

一般医療機器  0 0 0 

貸

与

業 

高度管理医療機器等  11   2 0 0 

管理医療機器  16  0 0 0 

一般医療機器  0 0 0 

業務上取扱施設   0 0 0 

体外診断用医薬品業務上取扱施設   0 0 0 

再生医療等製品販売業＊   8   3 0 0 

計 525 156 2 0 

 

(2)毒物劇物監視  ＊製造業、輸入業、特定毒物研究者及び特定毒物使用者については、高松市内分も所管している。 

区分 登録・届出・許可 
施設数 

立入検査 
延施設数 

違反発見 
延施設数 処分件数 

製造業＊ 12  2 0 0 

輸入業＊  1 1 0 0 

一般販売業 37 12 0 0 

農業用品目販売業 21  3 0 0 

特定品目販売業  1  0 0 0 

電気めっき事業 0 0 0 0 

金属熱処理事業  1 0 0 0 

毒物劇物運送事業  1 0 0 0 

しろあり防除事業 0 0 0 0 

その他業務上取扱者  7 0 0 

計 74 25 0 0 

特定毒物研究者＊  4  1 0 0 

特定毒物使用者＊  6  0 0 0 
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２ 献血事業 

血液対策推進協議会及び地域、職域団体を中心に、各市町、献血協力団体等の積極的な

協力のもと献血運動を推進した。 
 

(1)東讃地区における献血実績 
 200mL献血（人） 400mL献血（人） 成分献血（人） 合 計（人） 

高 松 市 36 10,091 5,784 15,911 

さ ぬ き 市 3 1,099 500 1,602 

東かがわ市 2 537 129 668 

三 木 町 1 745 265 1,011 

直 島 町 0 56 0 56 

計 42 12,528 6,678 19,248 

 

(2)高松市・東讃地区血液対策推進協議会 

令和８年２月 26日（三木町文化交流プラザ） 出席者数 16人 

委員：医療関係者、市町、婦人会・青年団の代表者等 
 

３ 薬物乱用防止対策事業 

麻薬・覚醒剤・シンナー禍対策推進員及び関係団体の協力のもと、広報啓発活動や不正

大麻・けし撲滅運動を推進した。 

 

(1)「ダメ。ゼッタイ。」普及運動、麻薬覚醒剤乱用防止月間等の街頭キャンペーン 

行 事 実施日 場 所 参加人数 

第 75 回社会を明るくする

運動街頭パレード 
７月４日 高松丸亀町壱番街前ドーム 300 

 

(2)広報啓発資材の配布 
配布部数 約 11,100部（推進員活動、各市町のイベント、高等学校、大学等） 

 

(3)不正大麻・けし除去状況 
大麻：なし      けし：62か所 3,495本 

 

(4)高松市・東讃地区薬物乱用防止対策連絡協議会 

令和７年７月 11日（三木町文化交流プラザ） 出席者数 26人 

委員：市町、警察署、教育機関、麻薬・覚せい剤・シンナー禍対策推進員の代表者等 

 

(5)香川県麻薬・覚醒剤・シンナー禍対策推進員 高松市・東讃地区研修会 

令和７年 11月 26日（三木町文化交流プラザ） 出席者数 43人 

 

(6)薬物乱用防止教室開催状況 
区 分 施設数 参加人数 

高等学校 1 402 

中学校 1 760 
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４ 温泉に関する事業 

利用源泉数 温泉利用施設数 調査指導件数 

10 11 0 

 
第３節 環境衛生 

１ 生活衛生諸営業関係施設の監視指導 

 許可・届出 

施設数 

新規許可・ 

新規届出件数 
廃止等件数 

監視指導 

延施設数 

旅館業施設 229 19 8 29 

興行場 4 0 0 0 

公衆浴場 27 0 1 10 

理容所 111 0 4 2 

美容所 235 11 19 19 

クリーニング所 45 2 0 2 

特定建築物 30 3 0 1 

計 681 35 32 63 

 

２ 海水浴場・遊泳用プールの衛生調査 
区 分 海水浴場 遊泳用プール 

調 査 対 象 施 設 数  2 7 

延 調 査 件 数 25 7 

 

３ 衛生害虫の同定と衛生指導 

相談件数 左記のうち同定依頼件数 

0 0 

 
第４節 動物愛護管理・乳肉衛生等 

1 狂犬病予防及び動物愛護管理 

動物による人への危害防止や財産への侵害防止を図るため、市町や住民の協力を得なが

ら野犬の収容等に努めるとともに、動物の愛護や適正な飼養管理の普及啓発に努めた。 

さぬき動物愛護センターや譲渡ボランティアとも連携し、保健所に収容された犬猫のう

ち、犬 33頭、猫 51頭を譲渡した。 

また、犬による咬傷事故の届出件数は 8件であった。 

 

(1)犬猫の収容等 

項目 

 

 

市町 

犬    猫  

抑留 

引取り 
負傷

収容 

条例 

収容 

収容数 
(うち返還数) 

引取り 
負傷

収容 

収容数 
(うち返還数) 

飼主 

から 

飼主

不明 

飼主

から 

飼主

不明 

さぬき市 4 1 18 1 3 27（14） 35 0 1 36（0） 

東かがわ市 5 0 8 0 0 13（3） 10 0 0 10（0） 

三 木 町 14 0 9 0 20 43（10） 13 0 2 15（0） 

直 島 町 0 0 0 0 0 0（0） 1 0 0 1（0） 

計 23 1 35 1 23 83（27） 59 0 3 62（0） 
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(2)犬猫等に関する苦情相談 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

(3)動物取扱業の登録・届出及び監視指導 

区分 
登録 

総数 

動物取扱業の種別 
監視指導 

延件数 販売 保管 貸出 訓練 展示 
競り 

あっせん 

譲受 

飼養 

第一種動物取扱業 118 58 42 2 5 11 0 0 28 

 

区分 
届出 

総数 

動物取扱業の種別 監視指導 

延件数 譲渡 保管 貸出 訓練 展示 

第二種動物取扱業 3 2 １ 0 0 0 1 

 

(4)特定動物（危険な動物）の飼養・保管の許可及び監視指導 

許可総数 監視指導延件数 

31 4 

 

(5)講習会・研修会等の開催 

開催月日 名  称 対象者 参加人数 

令和８年１月 27日 
動物取扱責任者研修 動物取扱責任者 13 

令和８年１月 29日 

※令和５年度から受講頻度を毎年から５年に１回に変更 

 

２ 化製場、死亡獣畜取扱場等 

区  分 許可総数 監視指導延件数 

化製場 0 0 

法第８条準用施設 0 0 

死亡獣畜取扱場 0 0 

畜舎・家きん舎 1 0 

 

 

 

項目 

 

 

 

動物種 

し
つ
け
等 

飼
養
方
法 

放
し
飼
い 

鳴
き
声 

糞
尿
汚
染 

保
護
等 

依
頼 

農
作
物
等 

へ
の
被
害 

動
物
由
来 

感
染
症 

行
方
不
明
等 

そ
の
他 

合
計 

犬 12 10 9 7 89 0 0 42 64 233 

猫 14 2 0 25 93 0 0 44 31 209 

その他 0 0 0 2 1 0 0 4 21 28 

計 26 12 9 34 183 0 0 90 116 470 
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３ 乳肉衛生 

動物性食品中の水銀・PCB・抗菌性物質等について、販売業者からの買上げ等により検査

を行ったが、特に食品衛生上の問題は認められなかった。 

また、「香川県ふぐの処理等に関する条例」に基づき、ふぐ処理施設の監視指導を行うと

ともに、食品表示法に基づく適正な表示が行われるよう販売店等の監視を行ったほか、「香

川県魚介類行商に関する条例」に基づき、行商者に対して定期的な監視指導を実施した。 

 

ふぐ処理業及び魚介類行商の登録及び監視指導 

区  分 登録総数 監視指導延件数 

一般ふぐ処理業 25 19 

特別ふぐ処理業 6 17 

魚介類行商 4 4 

 



60 
 

第６章 環境管理室の業務 

第１節 環境保全・廃棄物対策 

１ 環境保全 

(1) 届出の受理等 

環境・公害関係法令に基づく届出の受理や、大気汚染、水質汚濁等に係る苦情につい

て事業場を指導し、生活環境の保全に努めた。 
 

①届出の受理等件数 

区  分 
設置･変更・使用 

届出数 
廃止届出数 

年度末事業所数 
（施設数） 

水質汚濁特定施設 14 6 482 

ばい煙発生施設  0  1 
67 

(156) 

粉じん発生施設  0 1 
 19 
(37) 

水銀排出施設  0  0 
 3 

 (5) 

ダイオキシン類特定施設  0  0 
 9 

 (11) 
 
②公害苦情の受理件数 

区  分 受理件数 

公害苦情 6 

 

(2) 水質汚濁関係特定事業場監視事業 

水質汚濁関係特定事業場について立入検査、排水検査を行い、排水基準の遵守の徹底

等を図り、公共用水域の水質保全に努めた。 
 
立入検査結果 

区  分 
工場・ 
事業場数 

立入検査 
件数 

   

排水 
検査件数 

  

検査結果 
良好 

検査結果 
問題あり 

特定事業場 482 89 60 54 6 

 

(3) ばい煙発生施設等監視事業 

① 大気汚染関係工場・事業場のばい煙発生施設や水銀排出施設、ダイオキシン類対策

特別措置法に基づく特定施設等について立入調査を行うとともに、排ガス量の多い施設

等に対し、ばい煙、水銀の排ガス測定を行い排出基準の遵守の徹底を図るなど、大気汚

染の防止に努めた。 
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立入検査件数 

区  分 
工場・ 
事業場数 

立入検査 
件数 

 
検査結果 
良好 

検査結果 
問題あり 排ガス測定 

検査件数 

ばい煙発生施設 67   17   1   1   0 

粉じん発生施設 19 32 - - - 

ダイオキシン類特定施設  3    4   0   0   0 

水銀排出施設   9    3   1   0   0 

 

② 建築物等の解体・補修時に届出のある石綿事前調査報告や特定粉じん排出作業届に 

ついて受理するとともに、石綿事前調査未実施の事業者に対しては指導及び立入検査を、

特定粉じん排出作業届出の対象作業については、立入検査を行い石綿飛散防止の徹底に

努めた。 

    

   届出、立入検査数 

区分 届出数 立入数 

石綿事前調査報告 668 0 

特定粉じん排出作業 3 3 

 

２ 廃棄物対策 

(1) 処理業及び処理施設の許可 

産業廃棄物処理業及び処理施設の許可等に係る事務を行った。また、廃棄物に係る苦

情については現場調査を行い、行為者に対して適正処理を指導した。 

当事務所は、高松市及び県外の事業者についての収集運搬業許可事務も担っている。 

 

①廃棄物許可件数 

区  分 許 可 等 件 数 廃 止 件 数 年度末許可数 

産業廃棄物等収集運搬業許可 382 9   1,457 

産業廃棄物等処分業許可 3 0 20 

産業廃棄物処理施設設置等許可 0 0 31 

一般廃棄物処理施設設置等許可 0  0 13 

 

②廃棄物苦情件数 

区  分 受理件数 

廃棄物苦情   6 

 

(2) 監視・指導 

産業廃棄物指導監視機動班による監視・パトロールや産業廃棄物処理業者等への計画

的な立入調査を実施するとともに、産業廃棄物等不法処理防止連絡協議会を通じ、関係

機関の協力体制の構築を図り、産業廃棄物の不適正処理の防止に努めた。 
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監視・指導件数 

区  分 
監視・指導実施 

事業場数 
監視・指導実施

件数 
行政処分 

(許可取消)件数 
行政処分 

(不許可)件数 

産業廃棄物 

処理業者等 
118 421 5   0 

 

(3) 産業廃棄物処理施設の検査 

最終処分場の浸出水等の行政検査、焼却施設・最終処分場の定期検査を行い、法令基

準の遵守を図った。 

 

検査件数 

区  分 
検査対象 
施設数 

検査実施 
施設数 

検体数 
検査結果 
良好 

検査結果 
問題あり 

浸出水等検査 3 3 6 6 0 

定期検査 5 1 - 1 0 

掘り起こし検査 1 0 - 0 0 

 

(4) 建設リサイクル法に基づく立入指導（管内土木事務所合同調査） 

建設リサイクル法に基づく立入指導を、管内土木事務所及び労働基準監督署と合同で

実施し、建築物解体現場等、建設工事から発生する廃棄物の再資源化・適正処分状況の

調査確認を行った。 

 

建設リサイクル法に基づく立入指導件数 

立入解体現場数 
検査結果 

（是正指導なし） 
検査結果 

（是正指導あり） 

27 27 0 

 

(5) 浄化槽 

浄化槽については、市町担当課及び浄化槽関係団体と協力して、法定検査結果不適浄

化槽の指導など、浄化槽の適正な維持管理の指導を行った。また、浄化槽法等に基づき

浄化槽の設置届関係事務及び浄化槽保守点検業者の登録等事務を行った。 

 
①浄化槽に関する届出等件数 

区  分 届出等件数 廃止件数 年度末届出・登録数 

浄化槽設置・変更届出 153 126 25,387 

浄化槽保守点検業登録 24   1    46 

 
②浄化槽に係る立入等指導件数 

区  分 指導対象浄化槽数 立入等指導浄化槽数 

浄化槽の立入等指導   25,387     258 
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３ 水道水の水質管理 

(1) 水道事業者の指導 

水道事業者からの水質検査結果等の報告に係る事務を行い、安全な水道水の確保に努

めた。 
 

(2) 飲料水の検査 

井戸水などの一般飲料水の依頼検査については、当事務所において受付を行い、環境

保健研究センターに検体を送付した。また、飲用不適となった井戸水の検査依頼者から

の問い合わせに対応する等、井戸水の衛生的確保に努めた。 

 

飲料水の検査受付件数 
区  分 検査受付数 

飲料水の検査 51 

 



 

香川県東讃保健福祉事務所 
 

〒769-2401 

さぬき市津田町津田 930-2（大川合同庁舎３F） 
Ｅ-mail ： tosanhoken@pref.kagawa.lg.jp 

Ｕ Ｒ Ｌ ： https://www.pref.kagawa.lg.jp/tosanhoken/ 

 
健康福祉総務課 0879 （29） 8250 

保 健 対 策 課   8260 

衛 生 課   8270 

環 境 管 理 室   8273 

安全・安心対策班   8252 

ＦＡＸ 0879 （42） 5881 
 


